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序   文 

 

メキシコ合衆国（以下「メキシコ」）は、1994年における北米自由貿易協定（NAFTA）の締結

後、二国間自由貿易体制の構築を推進し、2004 年末時点で 43 カ国と 12 協定を締結しており、

我が国との間においても日墨経済連携協定（EPA）が締結され、すでに 2005 年 4 月より発効し

ています。 

この他、我が国はメキシコと 1888 年に修好通商条約を締結し、これが我が国にとり初の平等

条約である他、1897 年には我が国発の中南米組織的移民を同国チアパス州に送り出すなど、我

が国外交関係においてもメキシコは重要な位置を占めています。 

メキシコは、2001年 GDPが 5兆 7718億ペソ（6178億ドル）で世界第 9位、1人当り GDPが

6117 ドルという高中所得途上国に位置しますが、開発と経済成長が進むにつれ、北部と南部・

南東部、都市部と農村部などにおける地域格差、貧富の格差が拡大の一途を辿っており、現政権

「国家開発計画（2001-2006）」において「社会人間開発」を３重点事項の一つと掲げ、かかる格

差の是正をめざした総合的開発に取り組んでいます。 

本プロジェクトは、当国において最も貧困度の高い州とされる南部チアパス州において、さま

ざまな理由のもと住み慣れた村を離れ都市部に移り、スラム街を形成して生活を営む住民、特に

女性と子供の生活向上に商店を当てたプロジェクトであり、2005 年 1 月から 3 月にかけて当プ

ロジェクトに係る調査を行いました。 

この調査を経て、本プロジェクトは 2005年 4月から 3年間実施されることとなりましたが、 

ここにご協力いただいた両国の関係各位に深甚の謝辞を表するとともに、あわせて今後の 

ご支援をお願いする次第です。 

 

平成 17年 4月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

メキシコ事務所 所長 河合 恒二 
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I. 実施協議調査 

 

 



 

 



 

 

第１章 実施協議調査の概要 

１‐１ 経緯 
2004年 9月 1日から 11月 26日にかけて実施された事前評価調査（同年 11月 26日にミニッツに

署名・交換）の結果、協力は必要かつ妥当と判断され、事前評価表が作成された。その後、2005年
2月 7日に JICAメキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記載する）事務所を通して、討議議事録（R/D）
の署名・交換を行い、同年 3月 14日にはチアパス州知事が R/Dに名誉証人としての署名を行った。 

 
１‐２ 目的 
本協議調査では、事前調査において策定された都市部のスラム街における女性の生活向上を支援

するための精度の高いプロジェクトの基本計画に基づいて、JICAメキシコ事務所を通した討議議事
録の署名・交換を行うことを目的として先方政府と協議を行う。またチアパス州政府の実施体制及

び裨益者が居住するコミュニティーの補完調査を行う。 
 

１‐３ 団員構成 
 本調査の団員構成は下記のとおりである。 
 

1 河合 恒二 協議・討議議事録（R/D）署名 JICAメキシコ事務所長 

2 安藤 孝之 総括監督 JICAメキシコ事務所次長 

3 小谷 知之 協議・調査監督 JICAメキシコ事務所職員 

4 伊藤 泰正 協議補助・調査全般 ICA-ジャパンメキシコ駐在 

5 Martin Lopez L. 調査補助 現地 NGO Educreando代表 

 
１‐４ 行程及び協議対象機関 
（１）調査日程 

付属資料２参照。 
 
（２）面談者リスト 
＜メキシコ側関係機関＞ 

 連邦政府 
① 外務省（Secretaria de Relaciones Exteriores） 

Lic. Sunica Santiesteban Perez 科学技術協力総局アナリスト（Analista, Dirección 
General de Cooperación Técnica Científica） 

 

 チアパス州政府 
① 社会開発局（Secretaria de Desarrollo Social） 

Lic. María de los Ángeles Cruz Hernández 社会開発局長（Secretaria de Desarrollo Social） 

Ing. Ricardo Hernández Arellano 組織担当副局長（Subsecretario de Organización 
Social） 

Lic. Alejandro Alarcón Zapata 開発のための学習コミュニティー（CAD）部長
（Director de las Comunidades de Aprendizaje para el 
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Desarrollo (COMUNIDADES)） 

Lic. Micaela Alvarez Perez  COMUNIDADES -Albarradaコーディネーター
（Coordinadora de Albarrada de COMUNIDADES） 

C.P. Manuel Camposeco COMUNIDADES企画担当課長（Jefe de Departamento 
de Planeación de COMUNIDADES） 

② 教育局（Secretaria de Educacion） 
Lic. Alfredo Palacios Espinosa 教育局（Secretario de Educación） 

Ma.de la Luz Figueroa Ruiz 州所管教育担当副局長（Subsecretaria de Educación 
Estatal） 

Mtro. Pablo Velázquez Vázquez 技術顧問（Asesor Técnico） 

③ 連邦所管教育副局（Subsecretaría de Educación Federalizada） 
Mtra. Guillermina Coutiño Becera 基本教育部長（Directora de Educación Elemental） 

Mtra. Sara de Jesús Chacón Rojas イニシアル教育課長（Jefa del Departamento de 
Educación Inicial） 

Mtra. Laura Abud Alchila イニシアル教育課訓練コーディネーター
（Coordinadora de Capacitación del Departamento de 
Educación Inicial） 

④ 州政府外事調整局（International Relations General Coordination） 
Sergio Rodríguez Gelfenstein 執行調整官（Coordinador Ejecutivo） 

Roberto Alfonzo 国際政策ユニット部長（Jefe de la Unidad de Política 
Internacional） 

Miguel Angel  アジア担当官（Encargado de Asia） 

 
 学術機関 
① 南部国境大学院（El Colegio de la Frontera Sur） 

Dr. Antonio Saldivar Moreno 研究職（Investigador） 

 
 現地 NGO、コミュニティー関係者 
① Educreando, A.C. 

Martín López López 法的代表人：調査現地参団（Representante Legal) 

Silvia Perez Gandara エデュケーター（Educadora） 

② CIFAM 
Gustavo García Sarmiento 事務局長（Director General） 

Rosa María Alvarado Rivero ソシアルワーク・コミュニティープログラム調整
（Coordinadora de Trabajo Social y Programas 
Comunitarios） 

③ ACASAC 
Susana Barrios コーディネーター（Coordinadora） 

④ Fundacion Bancomer Voluntariado 
María de la Luz Aquino de López コーディネーター（Coordinadora） 
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Maria de los Angeles Vega 事務局長（Director General） 

 
＜日本側関係機関＞ 

 JICAメキシコ事務所 
安藤 孝之 事業担当次長 

小谷 知之 職員 
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第２章 調査・協議の経過と概略 

２‐１ 補完調査 
2005年 1月 17日にチアパス州政府のチアパス教育サービス（SECH）は州教育局への併合を発表

し、名称を連邦所管教育副局と改称された。今回の調査においては、関係各機関からのヒアリング

を行い、SECH 傘下の基本教育部（イニシアル教育課の上部機関）はそのままの体制で新設された
副局に移管されること、そしてカウンターパート予定者の移動も無いことを確認した。当該調査の

結果は討議議事録（R/D）及び事前評価表に反映されている。 
また、本プロジェクトの対象コミュニティーの統計情報を入手して解析を行い、事前評価票に反

映させるとともに付属資料７．「本調査関係の地図及び統計資料」にその結果を示す。さらにベース

ラインサーベイを担当する予定の南部国境大学院（El Colegio de la Frontera Sur）の Dr. Antonio 
Saldivar Morenoとの打合せを行った。その結果を付属資料 5．「ベースラインサーベイとモニタリン
グの提案書（仮訳）」及び付属資料６．「ベースラインを確立するためのワークショップの説明書」

に示す。 
 

２‐２ 討議議事録（R/D）調印 
討議議事録（R/D）調印及びチアパス州知事による名誉署名に至る経緯を、付属資料 2．「協議・

調査日程、調査対象機関及び協議概要」に示す。 
 
 

第３章 事前評価表 
本調査の結果を付属資料 4．「事前評価調査表」にまとめた。 
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Ⅱ.事前評価調査



 

 



 

 

第１章 事前評価調査の概要 

１‐１ 経緯 
メキシコ南東部地域における基礎教育普及事業に関し、特定非営利活動法人 ICA文化事業協会の

プロポーザルがプロポーザル型技術協力プロジェクト（PROTECO）として採択され、2004年 2～3
月に 24日間にわたる第一次プロジェクト形成調査が行われた。その結果、（a）地域・女性リーダー
育成のためのリーダーシップ研修、（b）女性のための職業訓練、（c）就学前教育の充実、（d）コミ
ュニティー学習センター（仮称）と保育・就学前教育施設の整備及び建設の４項目を主要コンポー

ネントとするノンフォーマル教育分野での協力「チアパス州都市部で働く先住民出身の女性〔母と

子〕のための人間開発プロジェクト」が提案された。 
第二次プロジェクト形成調査（2004年 7月 5日～同年 7月 17日）は、第一次プロジェクト形成

調査で提案されたプロジェクト案に関し、参加型ワークショップ・面接調査・現地視察・意見交換

などを通じて①基本的枠組み、具体的内容、実施体制等の検討、②メキシコ側との基本的合意形成、

正式要請書の取り付け、③妥当性と実施可能性の調査、④今後の案件形成・実現に必要な情報収集・

分析を目的として実施された。その結果、「メキシコ合衆国チアパス州の都市部スラム地域における

母と子の生活水準向上プロジェクト」（案）についてメキシコ側と基本的合意に達し、正式要請書（チ

アパス州社会開発局長が署名）が提出された。 
事前評価調査では、プロジェクトの詳細に係るメキシコ側との合意及びプロジェクト実施の妥当

性調査を目的として、9 月 1 日よりメキシコ側関係者等と協議を行い、その結果をミニッツにまと
めて 11月 26日に署名・交換した。 
  
１‐２ 目的 
本調査では、第二次プロジェクト形成調査で提案され、チアパス州政府より正式要請書が提出さ

れたプロジェクト（案）に関し、メキシコ側による都市部のスラム街における母と子の生活向上を

支援するために、より精度の高いプロジェクトの基本計画を策定することを目的として先方政府と

協議を行う。またチアパス州政府の実施体制を調査し、プロジェクト実施の妥当性を検討する。 
 

１‐３ 団員構成 
本調査の団員構成は下記のとおりである。 

1 安藤 孝之 総括監督 JICAメキシコ事務所次長 

2 小谷 知之 調査監督 JICAメキシコ事務所職員 

3 久保倉 健 調査監督 
JICA メキシコ事務所職員（小谷職員前任。2004
年 11月 14日まで） 

4 伊藤 泰正 調査全般 Consultant Y.I.T. Asociados, S.C.代表 

5 Martin Lopez L. 調査アシスタント 現地 NGO Educreando代表 

6 Antonio Saldivar 評価モニタリング設計 ECOSUR研究者 
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１‐４ 調査行程及び調査対象機関 
（１）調査日程 

付属資料２参照。 
 
（２）面談者リスト 

＜メキシコ側関係機関＞ 
 連邦政府  
① 外務省（Secretaria de Relaciones Exteriores） 

Lic. Efrain de los Angeles Ramírez 科学技術協力総局課長（Subdirector, Dirección 
General de Cooperación Técnica Científica） 

Lic. Sunica Santiesteban Perez 科学技術協力総局アナリスト（Analista, Dirección 
General de Cooperación Técnica Científica） 

 
 チアパス州政府 
① 社会開発局（Secretaria de Desarrollo Social） 

Lic. María de los Ángeles Cruz Hernández 社会開発局長（Secretaria de Desarrollo Social） 

Ing. Ricardo Hernández Arellano 社会組織担当副局長（Subsecretario de Organización 
Social） 

Lic. Alejandro Alarcón Zapata 開発のための学習コミュニティー（CAD）部長
（Director de las Comunidades de Aprendizaje para el 
Desarrollo (CAD)） 

Lic. Micaela Alvarez Perez  CAD-Albarradaコーディネーター（Coordinadora de 
Albarrada de CAD） 

C.P. Manuel Camposeco CAD企画担当課長（Jefe de Departamento de 
Planeación de CAD） 

② 教育局（Secretaria de Educacion） 
Lic. Alfredo Palacios Espinosa 教育局（Secretario de Educación） 

Ma.de la Luz Figueroa Ruiz 州所管教育担当副局長（Subsecretaria de Educación 
Estatal） 

Mtro. Pablo Velázquez Vázquez 技術顧問（Asesor Técnico） 

③ チアパス教育サービス（Servicio Educativo para Chiapas (SECH)） 
Mtra. Guillermina Coutiño Becera 基本教育部長（Directora de Educación Elemental） 

Mtra. Sara de Jesús Chacón Rojas イニシアル教育課長（Jefa del Departamento de 
Educación Inicial） 

Mtra. Laura Abud Alchila イニシアル教育課訓練コーディネーター
（Coordinadora de Capacitación del Departamento de 
Educación Inicial） 

④ 州政府外事調整局（International Relations General Coordination） 
Roberto Alfonzo 国際政策ユニット部長（Jefe de la Unidad de Política 

Internacional） 

José Luis Valdez  アジア担当官（Encargado de Asia） 
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 学術機関 
① 南部国境大学院（El Colegio de la Frontera Sur） 

Dr. Antonio Saldivar Moreno 研究職（Investigador） 

 
 現地 NGO、コミュニティー関係者 
① Educreando, A.C. 

Martín López López 法的代表人：調査現地参団（Representante Legal） 

Silvia Perez Gandara エデュケーター（Educadora） 

② ACASAC 
Susana Barrios コーディネーター（Coordinadora） 

③ Mujeres de Mayas Jobel, A.C. 
Margarita 

Cristina 

④ SCC市 Dos Lagunas集落市役所出張所長 Agencia Municipal de Dos Lagnas, Municipio de 
San Cristobal de las Casas 

Augustin Dias  市役所出張所長（Agente Municipal） 

 
＜日本側関係機関＞ 
① 在メキシコ日本大使館 
田中 豪一 一等書記官 

② JICAメキシコ事務所 
安藤 孝之 事業担当次長 

小谷 知之 職員 

久保倉 健  職員（前任。2004年 11月 14日まで） 
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第２章 プロジェクト対象地域の開発状況 

２‐１ チアパス州の社会開発の現状 
メキシコでは、1982年のペソ危機を契機に、従来の国家主導の輸入代替政策による産業開発から、

開放市場経済への政策転換が行われた。その後 1994年のペソ危機を経てマクロ経済は順調に回復し
てきたものの、一方国内における社会経済的格差は悪化したとされており、南北格差、農村部と都

市部の格差、大都市における貧富の格差といった状況の是正が歴代政権の取り組むべき緊急の課題

となっている。 
チアパス州は、米国に近く開発が進んだ北部州とは対照的な開発の遅れたメキシコ南東部に位置

している州である。ここでは農牧業、そして北部の石油産業及び中央部の水力発電以外にこれとい

った産業は見当たらない。伝統と習慣に根ざした生活様式を有する先住民族が多く居住する地域を

抱えていることに加えて、グアテマラから併合された歴史的な経緯にも起因した南部国境の緊張も、

同州の開発にマイナスに作用していた。そのような経緯を踏まえて開発が最も遅れているチアパス

州への投入が特に 1994年の Zapatistaゲリラの武装蜂起1以降重視されている｡ 
メキシコでは開発の遅れを示す指標として、成人非識字率、成人の初等教育未修了率、上下水道・

電気・ガス・土間の有無等の住宅の状況、人口 5,000 人以下の集落の割合、最低賃金の 2 倍の収入
に満たない人口の割合などを総合して算定される「マージナル指標（Índice y grado de marginación）」
が用いられている。チアパス州はその指標では全国最下位である。また同州は州別の GDPでは全国
最下位、そして貧困者数では全国で 2番目となっており、州人口 3,799千人の 52.4％にのぼる約 1,990
千人が貧困にあえいでいる。2000年の国民一人当たりの GDPを見ると、全国レベルでは 7,495ドル
であるのに対して、チアパス州全体では 3,302ドル、そして市町村レベルで見ると州都の TGZ市は
8,116ドル、チアパス第 4の都市である SCC市は 5,073ドルであるのに対して、チアパス高地の SCC
市から数十分に位置する多くの先住民族人口が優勢である多くの市町村が 1,000 ドル以下の数値と
なっている。 

 
２‐２ チアパス州都市部スラム地域における女性の生活の現状 
メキシコでは、農村からの流入人口によって形成される都市部スラム地域の拡大は環境、治安の

悪化、貧困層の増大などの問題を深刻化している。 
チアパス州もその例外ではなく、プロジェクト対象地域である TGZ市と SCC市は最も急激に都

市化が進んでいる地域である。政治・経済・社会・文化・宗教、そして戦争といった様々な問題に

より離村を余儀なくされた人々が都市部に移住してスラム街を形成している。野党連合に推薦され

て当選した現州知事が就任して以降の 4年間において、ゲリラや私兵による武力抗争、そして宗教
や土地の主有権に絡んだ紛争は激減した結果、農村部から都市部への人口移動は経済的な理由を除

いて激減している。一方では各種紛争によって農村から都市部に移動してきた人たちは、郷里に戻

る条件も整いつつあるが、移住後徐々に生活基盤を整備しながら定住して世代を重ねていくという

パターンが多く見られる。よって、一過性の取り組みでは根本的な問題解決に至らないことが明ら

                                                        
1 1994年 1月、西部地域を主要拠点とした「サパティスタ民族解放軍（EZLN）」が、15世紀末のスペイン人の到来
以来不利な状況に置かれた先住民の諸権利を主張して武装蜂起したが、これに対し、メキシコ政府は、2001年 8月
に EZLN側の主張を考慮した憲法改正を行ったものの、EZLN側は同改正の不当性を主張し、現在まで政府との対
話が行われていない状況 
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かになった。 
また、様々な暴力の蔓延と差別に根ざした社会的抑圧の存在、男性のアルコール依存症や家庭内

暴力に起因する家庭崩壊、若年層の薬物使用に伴う青少年非行の問題など、都市部スラム地域には

様々な問題が重層的に存在しており、特に女性と子どもが極めて深刻な被害を被っていることも判

明した。 
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第３章 協力のニーズと妥当性 

３‐１ 対象セクターの現状とニーズ 

（１）女性の能力開発 
先に述べた状況下において、同国の「国家開発計画 2001‐2006年」では、社会経済開発の基盤と

しての人材開発の重要性が説かれており、教育分野についても世界的目標である「万人のための教

育」達成に向けて国家が取り組むべき最優先課題として明確に位置付けられている。また、「チアパ

ス州開発計画 2001‐2006年」によれば、近年になって漸く開発主体としての女性の役割が重視され
るようになった一方で、女性が抑圧的な状況に置かれていることが指摘されており、貧困の再生産

を断ち切るべく、女性支援の重要性が謳われている。 
また、チアパス州は、州憲法で女性の公職への参加を保障する等、女性の地位向上への取り組み

では先進的な州であり、女性に特化した社会開発プログラムとして貸付金額総額 1 億 1,600 万ペソ
（約 1,100 万ドル）の焦げ付きがほぼ皆無である女性銀行、そして 121 件のプロジェクト及びマイ
クロ企業を援助している「先住民族の女性のための生産プロジェクト」が展開されている。ECD
（Early Childhood Development；早期幼児教育）に関しても、国家教育振興審議会（CONAFE）のプ
ログラムであるために農村部に限定されているが、州独自の予算を投入して、TGZの貧困スラム街
でも ECDプログラムを展開している。 

（２）就学前保育・教育 
同国の教育分野では 2003年から 5～6歳児を対象とした就学前教育が義務化され、この学齢に達

する前のゼロ歳児から幼児までを対象とする早期幼児教育（Educación inicialまたは ECD）の充実も
期待されている。しかし、これらの教育をすべて公的負担で賄うことは不可能であり、コミュニテ

ィーのイニシアチブによる居住環境改善プログラム（Programa “Habitat”）の一環としての就学前教
育推進プログラムが開始されているが、対象地域が限定されていたり、早期幼児教育のノウハウが

未熟であるなどの問題を抱えており、当該分野への支援への要望も高い。 

（３）社会開発セクター及び教育セクターの連携 
女性支援（社会開発セクター）と ECD（教育セクター）という異なったセクターの課題に異なっ

たステークホルダーが共同で取り組む試みは、現在同州が農村部で生活改善プログラム（「より良い

生活（Una vida mejor）」）を 62市町村にまたがるマイクロ地域において実施している。このプログ
ラムはコミュニティーの参加を得て、①貧困層認定の名簿作成、②コミュニティー基金の創設、③

市町村当局、病院及びコミュニティー間の連絡のための無線通信設備の設置、④栄養改善、識字教

育及び保険衛生教育のスペースとしての「助成と子供の家」の設立、⑤4 歳児までの発育管理、⑥
家庭菜園の推進、⑦住居の改善（床とトイレ）、⑧簡易水道の設置、⑨識字教育を伴った教育の強化

及び⑩医療サービスの改善への取り組みが展開されている。 
このような背景の下、本プロジェクトでは、女性の生活向上に向けた組織的活動を促進するため

の能力開発の一環としての各種研修に加えて就学前年齢の子供の保育・教育を実施し、対象地域の

女性、そして彼女達とは切り離せない子供の生活の改善を目指す。本プロジェクトは前項で述べた

「より良い生活(Una vida mejor)」プログラムの都市スラム地域への適用のパイロット事業という位
置付けも州政府側にはある。最終的にはこのモデルプロジェクトが政府のプログラムとしてチアパ
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ス州全体の都市スラム部に適用されると、非常に貧困度の高い都市スラムの住民約 41万人が裨益者
となることが期待できる。 
 
３‐２ プロジェクト対象地域 

1994年のサパティスタ運動の開始以降、国際機関や NGOなどからの同地への支援が拡大してい
るが、その多くは農村部を対象としており、都市部スラム地域はこのような国内外からの支援から

も取り残されている状況にある。ちなみにチアパス州における非常に貧困度の高い都市スラム（マ

ージナル指標が以上で非常に高い）に居住する住民は約 41 万人（全州民の 36.6%）となっており、
本プロジェクトの対象都市である TCC市では約 12万人（全市民の 26.1％）、そして SCC市では約
5万人（全市民の 42.6％）である。 
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第４章 基本計画、PDM（案）の修正点 

第二次プロジェクト形成調査時の PDM（案）からの主たる変更点は以下の通りである。 
 

 第二次プロジェクト形成調査 事前評価調査 

プロジェクトタイトル 
メキシコ合衆国チアパス州都市部ス

ラム地域における母と子の生活水準

向上プロジェクト 

メキシコ合衆国チアパス州都市部ス

ラム地域における女性の生活向上プ

ロジェクト 

上位目標 
メキシコ南部諸州において、都市部

スラム地域に居住する女性と子ども

の生活水準が改善される。 

都市部スラム地域における女性の生

活向上プロジェクトによって開発さ

れた女性の能力開発モデルが他州

（特に南部諸州）に普及する。 

プロジェクト目標 
TGZ 市及び SCC 市の都市部スラム
地域に居住する女性の能力開発モデ

ルが確立される。 

チアパス州において都市部スラム地

域に居住する女性の能力開発を通じ

た生活向上モデルが確立される。 

成果 

2．ニーズに基づく女性の自立のため
の各種訓練・研修（識字教育、保

健衛生・栄養等のライフスキル教

育、洋裁・コンピューター・コミ

ュニティーファイナンス等の職業

訓練）の実施体制が確立する。 
3．子どものケア（就学前教育と託児
所機能を兼ね備えたコミュニティ

ー学習センター）のための実施体

制が確立する。 

2．ニーズに基づく女性の能力開発の
ための各種訓練・研修（識字教育、

保健衛生・栄養等のライフスキル

教育、洋裁・コンピューター・コ

ミュニティーファイナンス等の職

業訓練）の実施体制が確立する。

3．子どものケア（就学前保育・教育）
のための実施体制が確立する。 

 
 

前提条件 
・メキシコ政府が協力の要請を行う。

・市町村政府、学校関係者、住民が

プロジェクトに関心を持つ。 

・本プロジェクトがチアパス州の社

会開発及び人間開発政策と整合し

ている。 
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第５章 チアパス州政府関係機関 

５‐１ 外事調整事務所 
州知事直属の対外関係の窓口機関であり、州政府内の各機関間の調整業務に関してはタッチする

が、プロジェクトの実施機関にはならない。第一次プロジェクト形成の時から本件に関わっている。

R/D 署名までの役割は州知事の日程調整等で重要であるが、プロジェクト開始後は、JCC の開催、
各種要請状の取り付けと手続きと言った調整業務に限られてくることは先方も認識している。 

 
５‐２ 社会開発局「開発のための学習コミュニティー：CAD」 
社会開発局は局長がプロジェクトダイレクターの任に当たり、また JCCの議長を務める。その傘

下で、社会団体副局長の所管である CAD担当部長が SCC市のプロジェクトの実施責任者であるプ
ロジェクトマネージャーとなる。 
社会開発局はチアパス高地に 3 か所の CAD を運営しており、本プロジェクトにはそのうちの一

つである SCC市 La Albarrada地区の CAD「Porfirio Encinos」がカウンターパート機関として参加す
る。この CADは運営コーディネーターであるMicaela Álvarez女史の下に従業員 117名を抱えてお
り、年間予算は 800万ペソ（約 75万ドル、二つの支所を含めると総予算は 1,200万ペソ）となって
いる。センターの敷地面積は約 40haと非常に広大で、実習農場や研修関連設備が余裕を持って配備
されている恵まれた研修環境である。 

CADとしてはこの CAD-La Albarradaを本プロジェクトの SCC市におけるカウンターパート機関
として、カウンターパートの配置、既存の研修施設とスタッフの提供、そしてコミュニティー学習

センターの建設用地とローカルコスト負担（建設のための人件費の一部と建設費の消費税相当分の

負担）を行う。 
 

５‐３ 教育局（チアパス教育サービス：SECH）基本教育部イニシアル教育課 
チアパス州の教育セクターは、州政府が従来から運営してきた教育システムの所管である教育庁

と、連邦政府から移管された教育システム（1993年の憲法第 3条（連邦教育法）の改訂により新一
般教育法が制定され、教育改革の実行、基礎教育と師範教育が連邦政府から各州に移管されること

になった。）の所管である SECHの 2本立てとなっている。 
多くの州では連邦所管の教育システムの州政府の移管は問題なく行われた。しかし集団契約とい

うショップ制の労使関係が主流のメキシコの中にあって、州独自の教育システムの教員組合との集

団契約が存在したチアパス州の場合には、連邦レベルの集団契約条件と異なってしまっており、移

管後も給与・福利厚生条件の異なる二つの組合の統合ができなかったことから、二つの教育システ

ムが平行して機能する事態となっていた。 
これが教育行政を複雑にしている。教育政策の所管は教育局であるが、システムの運営は別々に

行われており、組織的には同じ機能を持った機構が二つ存在している。予算は連邦政府の大蔵省か

ら別々に交付され、州財務局がそのまま二つの機関に配分していた。州政府としては 2005年から教
育行政組織の統合を行うとしており、現政権期間中に何らかの進展が見られるものと予想される。 
以上の状況から、本プロジェクトの TGZ市におけるカウンターパート機関となるイニシアル教育

の所管機関は SECHであるが、教育セクターの責任機関は教育局となっており、R/Dの署名は教育
局長が行うことで了解が得られている。 

－ 17 －



 

 

実施機関としてのイニシアル教育課を所管する SECHの基本教育部長がプロジェクトマネージャ
ーの任に当たる。プロジェクトの実際の展開はイニシアル教育課が特別プログラムとして担当して

いる TGZ市の Albania地区と Patria Nueva地区のプロモーターのネットワークを通じてコミュニテ
ィーの女性を組織していくことになる。同課がカウンターパートの配置、スタッフの提供、そして

ローカルコスト負担を行うが、この二つの地区にインフラを持っていないことから、コミュニティ

ー学習センター建設のための用地または既存施設を提供し、建設費の消費税相当分を負担する機関

を 2005年度中にメキシコ側の責任で探すことになっている。 
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第６章 プロジェクトの５項目評価 
 

評価 5項目 具体的評価項目 事前評価調査における検討 

案件内容がメキシコ政府と
チアパス州政府の開発計画
に合致しているか。 

上記 3-1（1）で記載したとおり、本プロジェクトはメキシ
コ連邦政府とチアパス州政府の開発計画に合致している。

案件内容が日本側の政策と
整合しているか。 

我が国政府は ODA大綱で教育分野の協力に高い優先度を
置いており、JICA の国別事業実施計画においては地域格
差是正のための南部地域における協力を重点分野として
掲げていることから、日本側の政策とも整合している。 

対象地域選定の妥当性。 メキシコ国内において、チアパス州はマージナル指標が最
下位であり、その中でも都市部スラム地域は特に貧困度が
高いものの、農村部に手厚かった社会開発政策の枠組みの
中で従来なおざりにされていた地域であることから、対象
地域選定の妥当性は高い。 

妥
当
性 

高
い 

プロジェクトの目標と期待
される成果の妥当性。 

対象地域である都市部スラム地域は教育機会に恵まれず、
定職を持たない女性の割合が高く、その多くはシングルマ
ザーである。そのため、識字教育、ライフスキル教育、職
業訓練といった能力開発のための研修を受けたくとも、子
どもの世話で忙しくそのための時間を捻出できない場合
が多い。調査の結果でも、保育・託児施設があれば研修を
受講したいという女性が多いことが明らかとなったこと
から、女性に対する能力開発研修と子どものケアを組み合
わせて実施することは妥当性が高いと判断できる。 

有
効
性 

良
い 

プロジェクト目標達成のた
めのアプローチは確立され
ているか。 

「TGZ市及び SCC市の都市部スラム地域に居住する女性
の能力開発モデルが確立される。」というプロジェクト目
標達成のためには、女性の能力開発のための研修を実施す
るだけでなく、子どものケアを同時に行うことが必要であ
り、かつその持続的な仕組みを構築するためには事業の基
盤となるコミュニティー学習センターの運営管理体制を
確立する必要がある。本プロジェクトでは、社会開発局及
び教育局を協力機関と位置付け、社会開発及び人間開発セ
クターの連携事業として展開する計画であり、この三つの
アプローチを包括的に組み込んでいることから、プロジェ
クト目標の達成見込みは十分あると考えられる。 
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本案件の女性の能力開発を
通じた生活改善にかかわる
適切なカウンターパートの
参加が見込まれているか。

本プロジェクトのカウンター･パートとして想定されるチ
アパス州社会開発局は、現知事の政権発足に伴って 2000
年に設立された新しい機関ではあるが、同局幹部の多くが
NGO 関係者であったことから、幅広いネットワークを有
しており、コミュニティーの事情にも詳しい。また、その
下部機関として存在する開発のための学習コミュニティ
ー（CAD）は、昨年より現地 NGOの参加を得て女性のリ
ーダー研修を実施している。以上から、同局を本プロジェ
クトのカウンターパートとして位置付ける有効性は高い。

本案件のECDにかかわる適
切なカウンターパートの参
加が見込まれているか。 

プロジェクトの主要コンポーネントである ECD は州教育
局が担当している。都市部での就学前教育の普及活動を実
施している同局の地区コーディネーターやプロモーター
は ECD に関する知見・経験・ノウハウを有しており、さ
らにプロモーターはコミュニティーの女性リーダーとし
ての素質も持っていることから、同局を本プロジェクトの
カウンターパートとして位置付ける有効性は高い。 

本案件の成果を発現させる
ための適切な人員の投入が
計画されているか。 

本プロジェクトには協力のコンポーネントである女性支
援（社会開発セクター）と ECD（教育セクター）での経
験を持つ NGOが参加しており、さらにベースラインサー
ベイとモニタリングには南部国境地帯のコミュニティー
開発問題の専門研究機関である南部国境大学院（El 
Colegio de la Frontera Sur：ECOSUR）といった機関の研究
者の協力を得る計画であることから、効率的な協力活動の
展開が可能である。 

効
率
性 

良
い 

本案件の成果を発現させる
ための日本側の知見・ノウ
ハウはあるか。 

日本政府はチアパス州政府及び州内の NGOに対して、開
発調査、技術協力プロジェクト（「ソコヌスコ地域小規模
生産者支援計画」）、草の根・人間の安全保障無償を通じて
社会開発課題に関する協力を実施してきた。本プロジェク
トでは、これらの協力を通じて得た知見・ノウハウが活用
できるという点でも効率性が高い。 

開発政策へのインパクトは
期待できるか。 

都市マージナル指数の設定、都市部の貧困克服プログラム
の実施等、近年において都市スラムの社会開発・人間開発
に取り組むプログラムが連邦レベル・州レベルで検討され
つつある。かつ、その試みの多くは女性層への対応が中心
課題となっていることから、本プロジェクトで構築した女
性の能力開発モデルが州の開発政策に反映されるインパ
クトが期待できる。 

イ
ン
パ
ク
ト 

大
き
い
と
見
込
ま
れ
る 

外部条件が満たされる可能
性はどうか。 

外部条件に関しては連邦政府の社会開発・人間開発の政策
の政権交代による変更に留意する必要があるが、都市部へ
の取り組みは今後も注意が払われるものと予想される。 
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阻害要因は考慮されている
か。 

マイナス面のインパクトに関しては、現段階で具体的に予
測されるものはないが、女性に特化したプログラムである
ことから、男性が排除されたり、男女間（夫婦間）の対立
の原因にならないような配慮が必要である。 

制度面での自立発展性は期
待できるか。 

本プロジェクトでは、既存の研修機関・行政システムをセ
クターを越えて効率的に連携させることで最大限活用す
る方針であり、新たな組織や制度の設立は伴わないため、
プロジェクト終了後も持続的な活動が期待できる。 

自
立
発
展
性 

高
い
と
見
込
ま
れ
る 組織・人材面での自立発展

性は期待できるか。 
公的機関に加えて、現地には優秀な現地 NGOや研究機関
が存在している。今までに接触を行ってきた数団体の活動
は本プロジェクトの趣旨と一致しており、それらの機関を
上手く活用することによって、プロジェクト実施中に技術
移転された手法が協力終了後も継続・普及する可能性が見
込まれる。 

 
 
以上の視点から評価した結果、協力の実施は適切と判断される。
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第７章 協力実施上の留意点 

７‐１ 援助慣れ 
都市部ということに限らず、チアパス州または全国に投入される貧困対策予算及びメキシコへの

国際的支援はチアパス高地の先住民族に集中しているという状況がある。この地域に協力を実施す

る場合に留意すべき点は、この地域におけるプロジェクトは補助金配布事業を、研修における奨学

金（Scholarship、西語では Beca）は無料であるだけではなく終了すると現金が報奨金としてもらえ
ることを意味しているということである。前者に関しては、屋根のトタン板をもらえたり、水道が

敷設されて利することが期待され、後者に関しては政府の貧困地域における教育・保健・栄養改善

プログラムにおけるある一定範囲の就学年齢の子供が基準の出席日数を達成すると現金がもらえる

奨学金制度と混同してしまうということである。このために自己啓発等に時間をかけて、能力開発

と生活改善の重要性を納得してもらうことが大切である。 
Tapachula 市周辺の農村部で展開されている PAPROSOC（ソコヌスコ地域小規模農業支援プログ

ラム）の受益者である女性達は、手弁当で場合によっては村当局（IDH または DIF：首長夫人を名
誉会長とする福祉行政の実施機関で、連邦、州及び市町村の三つの行政レベルの各々に設立されて

いる。チアパス州の場合には州レベルは人間開発庁 IDHという名称になっているが、市町村レベル
では両者が混在している。）によって派遣されてくる洋裁の講師の交通費を負担するところまで意識

が向上している。本プロジェクトのメキシコ側の関係者からは、SCC市が含まれルチアパス高地の
補助金のばらまきを主体とした社会開発プロジェクトによる手厚い保護に対する「やっかみ」が聞

かれた。 
しかし本プロジェクトの裨益者、特に SCC市の場合には、現実問題として、交通費・日当を支給

せざるを得ない状況がある。つまり 1日の最低賃金である 300円から 400円すら稼げない女性達が
半日の研修を受けるために30円から100円近い交通費等の出費を負担することは非常に困難と言う
ことである。我々にとっては信じがたいことであるが、5 円という学校給食の自己負担分を払えな
い都市スラムの家庭があり、これは雇用による現金収入を得る機会に恵まれていないという農村地

域と似た状況である。ここでは女性の生活改善のための組織化や職業訓練を通じて補助金に依存し

ない生活を確立するための奨学金制度であるという考え方が必要である。 
 

７‐２ 先住民族女性の手仕事 
先住民族社会は貨幣経済が導入される以前は、おそらく物々交換をベースにした自給生活が基本

であったと想像される。女性が作り出す織物、刺繍、そして民族衣装等は、家事・育児や農作業の

合間に自分たちが使うものであったとのことであり、現在でも集落によっては外販ということを考

えていない女性も多い。貨幣経済社会への参入、グローバリゼーションの影響等で、コカコーラ、

ジャンクフード、音楽テープ、テレビ等だけではなく、生活必需品についても現金を持っていない

と入手できないものを入手する必要が出てきて、彼女達が作る製品を売り始めたものと推察される。

しかし実態は市場へのアクセス等の限界から、極端な場合にはコスト割れで販売することも多いと

のことであり、マイクロクレジットの支援を受けて生産販売を行っているグループを観察すると、

織物製作の原材料購入のために借りた借金を返すために製作ることを強いられて、家事・育児の重

労働に手仕事の重圧が加わったという不幸な状況も見られた。 
JICA 事務所から得た情報として、「アフガニスタンの女性達にとって刺繍は命と同じ価値がある
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もので、貨幣に交換するなんて考えもできないことであった。特に欧米系の NGO が生活向上・収
入向上の名の下に売りさばいて、こんなに成果が上がったと自慢しているが、アフガンの女性達の

心はずたずたにされている。」ということを知った。チアパス高地の先住民族の女性の織物が命と同

じ価値のあるものかどうかまだ確かめてはいない。しかし彼女達は民族衣装を「誇り」に思ってお

り、普段着のように日常生活で着用しているが、少なくとも日本で言う「晴れ着」に近い思い入れ

はあるようである。 
よって先に述べた不幸な状況を回避しつつ、織物の販売によって生活を改善するためには、種々

の訓練によって製品の付加価値を上げる努力だけではなく、家事・育児の軽減、都市部に住んでい

ても根強く続いている男尊女卑の習慣の克服等、最終的には男性も巻き込んだ総合的なコミュニテ

ィーにおける生活改善への取り組みを行う必要がある。 
 

７‐３ 都市部における生活改善への取り組み 
都市部における政府の社会開発・人間開発のプログラムの展開は歴史が浅いために、メキシコ側

の経験不足・人材不足、そしてプログラムの成熟度の低さが目立っている。この状況は不利な面も

あるが、特に TGZのスラム街においては援助慣れしていないという利点も見られた。一方、先住民
族とは異なってコミュニティーへの帰属意識は少なく、個人主義が蔓延している状況を考慮して取

り組む必要がある。 
 

７‐４ 政権交代を乗り切るための視点 
本プロジェクトは 2005年 4月から 3年間の期間実施される予定であるが、2006年 12月 1日から

は新しい連邦政権が発足し、同じく 12月 8日には新しい州政府が発足する。この状況下におけるプ
ロジェクトは、①2006年の半ばには激化する選挙戦という政治日程に影響に対する注意及び②前提
条件である「本プロジェクトがチアパス州の社会開発及び人間開発政策と合致している」が覆され

ないような対処が必要となる。 
選挙戦に関しては、1990年代から公正な選挙を目指すために、その期間中の社会開発プログラム

に対する制限が行われる例がある。そのような状況下で実施されるプロジェクトは、党派の利害を

超えた活動であるという理解を社会から得る努力が必要である。具体的には政権交代の乗り切りと

関連するが、州知事とは野党の立場にある SCC市当局とTGZ市当局を巻き込むことが大切である。 
 政権交代の乗り切りに関しては、下表の日程を考慮する必要がある。 
 

予算年度 2005年 2006年 2007年 

州政府・連邦政府            

市当局             

プロジェクト             

 
先に述べた様に州政府と連邦政府は 2006年 12月始めに政権交代となる。基本的には国際的な約

束事は政権を越えて継承されるが、この政権交代がプロジェクトの中盤から後半にかけての重要な

時期においてその展開の支障とならないためには、次の 2点を配慮することが重要であると考える。 
第一はカウンターパート等の人材面に関する配慮である。プロジェクト関係者のうち、プロジェ
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クトダイレクターとプロジェクトマネージャーは、政権交代によりほぼ確実に交代し、その下の

CAD-Albarrada のコーディネーターも交代する可能性がある（イニシアル教育課長は教員組合との
合意によるポストであるから留任する可能性はある）。その他のカウンターパートも新政権発足の人

事で転職する可能性があるが、このレベルでは通常のターンオーバーのリスクと変わらないであろ

う。このような状況を予期して、NGOの関係者の参加を制度化しておくことは大切である。その点
では、プロジェクト開始と共に、SCC市においては第一次と第二次のプロジェクト形成調査で接触
した Casa de la Cienciaという NGOと官学セクターの活動スペースのような体制を CAD-Albarrada
に確立することを目指すことも重要である。 
第 2は市当局レベルを巻き込むことである。チアパス州の市町村長の任期は 2005年 1月 1日から

3 年間であり、連邦政府と州政府の政権交代後も 1 年間任期が残っている。また市町村レベルも社
会開発関係の補助金予算を扱っており、特に TGZ市においてはコミュニティー学習センターの土地
またはスペースを提供する公的セクターの第一候補である。よって、プロジェクトの開始前の適当

な時期に発足間もない TGZ市とは接触しておく必要がある。 
 

７‐５ 異セクター間の連携 
本プロジェクトは女性の支援の所管である社会開発局と ECD の所管である教育局という二つの

異なったセクターを連携させる体制である。第二次プロジェクト形成調査を開始する前にその辺り

を危惧する声も聞かれた。実際に、チアパス州政府は農村部で生活改善プログラム（「より良い生活

（Una vida mejor）」）という複数セクターの連携プログラムを展開しているが、これは各セクターが
既存の制度を持ち寄って展開されるものであり、結局は個別に行われる状況とあまり変わりがない

という批判もある。本プロジェクトは、計画段階から二つのセクターが協調する画期的な試みであ

るが、その両セクターの調整が非常に重要である。州知事直属の外事調整事務所の役割が重要であ

るが、それにも増して住民が二つまたは複数のセクターの制度を上手く利用していくことが理想的

で効率的な調整である。その意味で、参加型の合意形成や企画・戦略立案のトレーニングを実施し

て、コミュニティー主導の生活改善運動を軌道に乗せることに努力する必要がある。 
 

７‐６ 市町村当局及びその他機関との連携 
前述の PAPROSAC では関連する市町村当局の参加が重視されていた。現地調査で訪問したプロ

ジェクトサイトでは市町村レベルの家族総合開発機構（DIF）または人間開発庁（IDH）との連携が
行われており、市町村レベルの運営する各種支援制度の活用が行われていた。 
本プロジェクトにおいても、特にコミュニティー学習センターの建設で不可欠な TGZ 市の DIF

との連携だけではなく、SCC 市においても住民の生活環境改善に市町村当局の協力が必要である。
また先に述べたように、プロジェクトの後半（2006 年 12 月）で連邦政府と州政府は政権交代とな
るが、市町村当局はほぼプロジェクト終了時（2007 年 12 月）まで続く市町村当局との連携は、プ
ロジェクトの継続性の面からも重要である。2005年 1月からの新しい市町村当局の発足を待って接
触を開始する予定である。 

 
７‐７ 既存制度の活用 
本プロジェクトは政府間の協力事業であるために、コミュニティーが機材供与等の直接の恩恵を

受けるという面で制度的に限界がある。よって直接住民やコミュニティーが受益者となるメキシコ
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側の既存の制度との連携活用が不可欠である。また本件はメキシコ側にとっては今までに取り組ん

だことがない都市部におけるセクター間の協力事業のモデルプログラムであることから、自立発展

性の面からも、また上位目標達成のためにも、政府プログラムへの移行の努力が必要である。 
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第８章 ベースラインサーベイとモニタリングについて 

協力開始直後のベースラインサーベイと 6か月ごとのモニタリングは、本プロジェクトで実施さ
れる研修に参加する女性全員に対して参加前と参加後に行われるアンケート及びミーティングから

得られる情報を用いて行う予定である。 
これらの情報は、生活の改善状況をどのように実感しているか、あるいは 1日の生活の記述等の

定性的なものと、保健、教育・訓練、労働、食料、知識・能力の習得と適用、収入、貯蓄・資金、

自己啓発、文化的アイデンティティー、組織文化及びジェンダーの均衡といったファクターの評価

を数値化して加重平均した「女性の生活改善指数（仮称）」を開発して利用する定量的なものに分け

られる。これらの情報を用いてプロジェクトの達成度の評価を行う。 
ベースラインサーベイ及びモニタリング手法の開発にあたっては、南部国境地帯のコミュニティ

ー開発問題の専門研究機関である南部国境大学院（El Colegio de la Frontera Sur：ECOSUR）の Dr. 
Antonio Saldivar Morenoの協力を得た。同手法の詳細と、開発のプロセスについては付属資料 5及
び 6を参照のこと。
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第９章 国際機関及び NGOの動向 

９‐１ 教育分野全般 
米州開発銀行（IDB）と世銀は CONAFEを通じて全国プログラムである「コミュニティー教育プ

ログラム」と「イニシアル教育・基礎教育の遅れ克服のためのプログラム（Programa para Abatir el 
Rezago en Educación Inicial y Básica：PAREIB）」を展開してきた。2004年 3月に CONAFEに対する
融資プログラムの更新の調印を行い、それを機会に IDB はコミュニティー教育、そして世銀は
PAREIBにと住み分けをはっきりさせた。チアパス州は CONAFEのコミュニティー教育の重点地域
であり年間予算全体額の約 18％はチアパス州に配分されている。ちなみに、本プロジェクトに参加
する SECHのイニシアル教育課は CONAFEの予算で農村部の活動を展開している。  

UNICEF は「すべての人々に基礎教育」のアクセスを求めて、教育省と「子供たちが学校に行き
終了する」ためのプログラムを展開している。チアパス州では 2年の期間で不登校児童に関する調
査結果を州政府と共に行い、その結果を 2004年 5月に発表している。不登校児のデーターベースを
構築し、インフラ整備、教材、教員のニーズがどこに有るのかを明らかにし、全ての社会セクター

を動かすためにキャンペーンを行なう。 
一方では、2000年より「親しみやすい学校プログラム（Escuela Amiga）」を展開しており、現在

チアパス州教育局・教育サービス及び CONAFEと共に、チアパス州先住民居住地域の 28小学校の
参加を得て活動を行っている。人権、保健衛生といった公的カリキュラムではあまり取り上げられ

ないテーマの教員研修を実施、更に、保護者に対してもこれらのテーマの講習会を開催している。 
また世界のUNESCOが駐在する 155か国で 5,000の学校が参加している教育活動である学校連盟

計画（Plan de Escuelas Asociadas：PEA：メキシコでは 15州において計 149校が参加）には、チアパ
ス州では幼稚園 1校、小学校 3校、中学校 1校、そして特別学校 2校が PEAのメンバーとして登録
されている。 

 
９‐２ 都市部スラム地域における女性支援分野 
現在のところ、理科教育の改善を目指す NGO と州政府教育セクター及び学術研究機関の共同活

動スペースである Casa de la Cienciaがフォード財団の援助を受けて都市部でも活動を行っている以
外に、当該分野における他の国際ドナーの協力の例はない。 
また第二次プロジェクト形成調査で接触したローカル NGO「Melel Xojobal」は、オランダの財団

の支援を受けて、街頭で民芸品等を売っている先住民族の家庭の子供達の就学前教育と初等教育に

おけるフォローが主な活動である。小規模ではあるが SCC市の新興スラム街でも子供を相手にした
活動を展開しているが、不法占拠地であるために市当局とのトラブルがあったとのことである。 
援助協調に関しては政府の制度との連携が重要であるが、現時点では都市スラムに限定した既存

のプログラムの例は、SCC市に適用されている Habitatプログラム以外にない。 

－ 27 －



 

 



 

 

 

付属資料 

 
 

付属資料１．討議議事録及びミニッツ（2005年 2月 7日署名） 
付属資料２．協議・調査日程、調査対象機関及び協議概要 
付属資料３．事前評価調査ミニッツ（2004年 11月 26日署名） 
付属資料４．事前評価調査表 
付属資料５．ベースラインサーベイとモニタリングの提案書(仮訳) 
付属資料６．ベースラインを確立するためのワークショップの説明書 
付属資料７．プロジェクト受益者の居住するコミュニティーについて 
 



 

 

 



－ 31 －



－ 32 －



－ 33 －



－ 34 －



－ 35 －



－ 36 －



－ 37 －



－ 38 －



－ 39 －



－ 40 －



－ 41 －



－ 42 －



－ 43 －



 

 



－ 45 －



－ 46 －



－ 47 －



－ 48 －



－ 49 －



－ 50 －



－ 51 －



－ 52 －



－ 53 －



－ 54 －



－ 55 －



－ 56 －



－ 57 －



－ 58 －



－ 59 －



 

 


	表紙
	序文
	目次
	I. 実施協議調査
	第1章 実施協議調査の概要
	1-1 経緯
	1-2 目的
	1-3 団員校正
	1-4 行程及び協議対象機関

	第2章 調査・協議の経過と概略
	2‐1 補完調査
	2‐2 討議議事録（R/D）調印

	第3章 事前評価表

	Ⅱ.事前評価調査
	第1章 事前評価調査の概要
	1‐1 経緯
	1‐2 目的
	1‐3 団員校正
	1‐4 調査行程及び調査対象機関

	第2章 プロジェクト対象地域の開発状況
	2‐1 チアパス州の社会開発の現状
	2‐2 チアパス州都市部スラム地域における女性の生活の現状

	第3章 協力のニーズと妥当性
	3‐1 対象セクターの現状とニーズ
	3‐2 プロジェクト対象地域

	第4章 基本計画、PDM（案）の修正点
	第5章 チアパス州政府関係機関
	5‐1 外事調整事務所
	5‐2 社会開発局「開発のための学習コミュニティー：CAD」
	5‐3 教育局（チアパス教育サービス：SECH）基本教育部イニシアル教育課

	第6章 プロジェクトの5項目評価
	第7章 協力実施上の留意点
	7‐1 援助慣れ
	7‐2 先住民族女性の手仕事
	7‐3 都市部における生活改善への取り組み
	7‐4 政権交代を乗り切るための視点
	7‐5 異セクター間の連携
	7‐6 市町村当局及びその他機関との連携
	7‐7 既存制度の活用

	第8章 ベースラインサーベイとモニタリングについて
	第9章 国際機関及びNGO の動向
	9‐1 教育分野全般
	9‐2 都市部スラム地域における女性支援分野


	付属資料
	付属資料1.討議議事録及びミニッツ（2005年2月7日署名）
	付属資料2.協議・調査日程、調査対象機関及び協議概要




